
県下統一要望

NO 市町村名

1 川口市

2 さいたま市

3 上尾市、桶川市、北本市

4 鴻巣市

5 伊奈町

6 熊谷市

7 深谷市

8 寄居町

9 本庄市

10 草加市

11 三郷市

12 八潮市

13 越谷市

14 羽生市

15 川越市

16 ふじみ野市

17 鶴ヶ島市

18 東松山市

19 富⼠⾒市

20 坂⼾市

21 狭山市、入間市、三芳町

22 飯能市

23 日高市

24 ⽑呂山町

25 越生町

26 ⼾⽥市

本市では、災害リスクの高い地域や公共事業の効率化・コスト縮減が⾒込まれる地域等を重点調査地域に設定し、針ヶ谷地区（令和2
年度~)、⼤宮駅⼣ーミナル街区東側地区（令和3年度~)において地籍調査を実施しています。
地籍調査は、⼟地をめぐる全ての基礎資料であるとともに、災害復旧の迅速化、公共事業の推進、⼟地取引の迅速化等の効果があると
認識しておりますので、引き続き、計画的に調査を推進してまいりたいと考えております。

回答待ち。

議場へ報告いたします。

議員へ配布いたします。

実施につきましては、引き続き、国や埼玉県との協議や多角的な調査と研究を進めてまいります。

地籍調査事業の推進を⾏っております。今後は、市街化区域においても地籍調査の実施を計画しております。実施にあたり、計画地域の特
性等を勘案しながら、官⺠境界の先⾏的な調査も視野に入れて検討していく予定です。

内容の説明をしました。

町内では終了しています。

本市の調査区域では、⺠々境界を含めて調査を⾏う通常の地籍調査を実施しております。その際、現地調査・⽴会前には地積測量図を
活⽤し、効率的に調査を進められるよう努めております。
調査に必要な世界測地系公共基準点設置が町内全域ですでに完了しており、迅速な地籍調査の実現に向け、境界確定、境界確認と
いった代替的な作業に取り組んでおります。

日高市ではほとんど終了しています。

地籍調査相当となる南羽生⼟地区画整理事業のほか、精度は⼗分ではないかもしれませんが、これまで多くの⼟地区画整理事業、⼟地
改良事業を実施しており、一定の成果は得ているものと考えております。これらのことから当市では地籍調査は未実施となっております。しか
し、⼟地境界トラブルの未然防⽌や災害時の早期復旧等に役⽴つ重要な事業であるため、適切な実施時期や実施⽅法について今後も検
討してまいります。

当市は、⾏政⾯積の7割が市街化区域であり、現在、市街化区域の5割以上を⼟地区画整理事業実施済、または実施中です。⼟地区
画整理換地処分後には地籍調査と同様の効果が得られるため、⼟地区画整理事業区域内の地籍調査は不要となっています。⼟地区画
整理事業区域外について、未だ道路及び⽔路敷きの官⺠境界が未確定な個所もあり、現段階では⼯事予定箇所を主体に測量を⾏い、
官⺠境界の確定を進めています。

予算を取る事が難しいが、検討します。

検討します。

本市では昭和45年から地籍調査事業に着⼿し、関係者の協⼒を得て毎年予算措置をして事業を推進しております。「街区境界調査」が
制度化されたことから、導入を検討してまいりたいと考えております。

要望項目

(2)地籍調査の推進
要望地区

川⼝、南彩、さいたま浦和、⼤宮、彩央、埼⽟北、本庄、埼⽟東、越⾕、埼葛、北埼、埼⽟⻄部、彩⻄（計1３地区）

令和2年度に川口駅東口周辺0.47平⽅キロメートル、令和3年度も川口駅周辺0.62キロメートルにおいて、街区境界調査を実施してい
ます。今後も⼟地取引の円滑化、防災・減災のため、引き続き調査していく予定です。法務局にない資料の提供や、現地での⽴会い等、
調査の推進により一層の協⼒をお願いします。

回答及び反応

平成21年度から毎年、都市部におきまして官⺠境界等先⾏調査を実施しております。今後も引き続き地籍調査を実施してまいります。

⼤切なことなので、よく検討します。

本市では昭和42年度から平成2年度まで地籍調査を実施し、進捗率は約77％です。⼟地区画整理事業区域と合わせると進捗率は
90％となります。未実施地区の地籍調査推進に係る予算措置は難しい状況にあります。

国⼟調査と並⾏して進めていきたい。

市⻑・議⻑へ報告いたします。

近年は、調査を推進するため、地積測量図を活⽤し、期間の短縮を図ってまいりました。こうした取り組みにより、市内対象の地籍調査事業
は今年度中の完了を⾒込んでおります。

前向きに検討します。

県を通じて国に対し、事務を⾏う上での⼿続きの確認・要望を⾏うなかで、官⺠先⾏型の地籍調査（現街区調査）の実施を検討しており
ます。実施時期につきましては、未定でありますが継続的に検討して参ります。

本市においては、平成10年度から国及び埼玉県の負担⾦を活⽤し、⼈口集中地区を優先して官⺠境界を先⾏に調査を進めています。現
在、本市が会員として加入している埼玉県国⼟調査推進協議会及び公益社団法⼈全国国⼟調査協会においても、事業の重要性を鑑
み、国及び埼玉県に負担⾦の確保を強く要望しています。


